
はしがき

本書を刊行する当初の目的は、法務局の若い職員のために自分がどのような

仕事をしているのかをわかってもらいたいということでした。登記簿に記録す

る仕事は若手職員が行っていますが、その記録している内容をわかっているの

かと、思うことがありました。まず、自分のしている仕事の内容を理解するの

は大切なことと考え本書の刊行を計画した次第であり、そのことを日本法令の

編集者に相談したところ快＜承諾していただいたのが始まりでした。それが、

気が付けば 6 訂版を刊行するまでになりました。これも読者の皆様のご支援

のたまものと考えております。

今回、 6 訂版を出す主な理由は、所有者不明の不動産をなくすこと、そして

登記手続の簡略化を進めること、旧氏併記のように時代の要請にこたえること

などから、民法及び不動産登記法等が改正され、その結果、新たな記録例（記

載例）が出されました。たとえば、登記簿に旧姓（氏）の併記が認められたこ

と、外国人のローマ字氏名併記がされるようになったこと、法人識別事項、国

内の連絡先等が記載事項とされたことです。そのほか、相続登記の申請の義務

化に伴い、相続人申告登記の制度が始まりましたので、これらに対応するため

6 訂版を出すことになりました。

これらの記録例は法務省が出している記録例集（平成 28 年 6 月 8 日民二第

386 号民事局長通達）には掲載されておらず、各通達に掲載されているもの

です。今回は、これら新しい記録例を掲載することに努めると同時に法令の変

更により登記の手続に変更が生じたものについては新たに説明を加えました。

なお、登記の記録例を通じて民法、不動産登記法及び諸法の理解が深まるも

のと思いますので、本書が広く多くの人に読まれることを期待するものです。

終わりに、本書の発行までに株式会社日本法令の田村和美氏には大変お世話

になり 6 訂版刊行の連びになったことを感謝しております。なお、本書の執

筆にあたりましては、元東京法務局港出張所統括登記官の玉山一男氏のご協力

を得ました。記して御礼申し上げます。

令和 7 年 8 月

日本法令不動産登記研究会
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凡例

法

令

規則

準則

区分所有法

旧準則

記録例集

本書の法令等の略語は、次のとおりです。

不動産登記法（平成 16 年 6 月 18 日法律第 123 号）

不動産登記令（平成 16 年 12 月 1 日政令第 379 号）

不動産登記規則（平成 17 年 2 月 18 日法務省令第 18

号）

不動産登記事務取扱手続準則（平成 17 年 2 月 25 日

法務省民二第 456 号通達）

建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年 4 月 4 日

法律第 69 号）

不動産登記事務取扱手続準則（昭和 52 年 9 月 3 日法

務省民三第 4473 号通達）

平成 28 年 6 月 8 日法務省民二第 386 号民事局長通

達

登記研究 株式会社テイハン発行の月刊誌

改訂先例・通達集 『改訂版実務に役立つ不動産登記先例・通達集」（日本

法令）

3 訂先例・通達集 『3 訂版実務に役立つ不動産登記先例・通達集」（日本

法令）

（通達の表記について）

通達については、たとえば、（令和 5 年 3 月 28 日民二第 533 号民事局

長通達・法務省 HP ・『登記研究』 903 号）とし、法務省のホームページ

及び『登記研究』の 903 号で確認できることを示しました。

（法令の記載について）

法令は、条文の中で数項ある場合には、第 1 項についてはその番号を

記載しませんが、わかりやすくするために、第 1 項の場合にも、その番

号を記載しました。また、条文の中で「まつ消」と「つ」を大きな文字で

記載されているものについては、「まっ消」としました。
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第 1 章

総論



1 登記記録の構成

従前、登記は紙の登記簿に記載されていましたが、登記事務がコン

ピュータ化され、現在では登記事項はすべてコンピュータに記録されるこ

とになりました。この記録されたものを「登記記録」といいます。

不動産の登記記録は、一筆の土地または一個の建物ごとに表題部及び権

利部に区分して作成されます（法 2 条 5 号、 12 条）。区分建物の表題部は、

「一棟の建物の表題部」と「区分建物の表題部」の二つから成り立ってい

ます。
こうく おつく

権利部は、甲区・乙区に区分され、甲区には所有権に関する登記の登記

事項、乙区には所有権以外の権利に関する登記の登記事項が記録されます

（規則 4 条 4 項）。

■登記簿の構成

表題部

権利部：（甲区）所有権に関する事項

権利部：（乙区）所有権以外の権利に関する事項
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田表題部（区分建物を除く）

土地の表題部には、物件を特定するため、また、物件の客観的状態がわ

かるようにするために、「不動産番号」、「薪若」、「地蕃」、「地首」、「地籟」
等が記録されます（法 34 条 1 項）。

►記録例 1 ：土地の表題部

表題部（土地の表示） I 調製 層国 不動産番号| (※ 1) 

地図番号 A11-1 I 筆界特定 1 邑亘l
所在 甲市乙町二丁目 回
①地番 ②地目 ③地租 m , 原因及びその日付〔登記の日付〕

1 3番 7 宅地 330! : 00 不詳
〔令和0年0月〇日）

所有者 甲市乙町二丁目 1 番 5号甲野太郎（※ 2)

※ l 不動産番号は、不動産を識別するために付けられるもので、 13 ffiの
数字で記録されています。

※ 2 ここに記録される所有者のことを「表題部所有者」といいます（法

2 条 10 号）。コンピュータ化後に表題登記がされた場合には、表題部

所有者が記録され、その後、所有権の登記がされると所有者の表示に

下線が引かれます。しかし、土地の場合には、表題登記をする事例が

少なく、また、ほとんどの土地がコンピュータ化前に所有権の登記が

されています。その場合は、表題部所有者の事項はコンピュータに移

記されなかったため、表題部所有者の表示を見る機会は少ないです。

くぶんたてもの

建物（区分建物を除く。なお、区分建物とは、マンションなどの建物の
ことをいいます）の表題部には、物件を特定するため、また、物件の客観

的状態がわかるようにするために、「不動産番号」、「所在」、「桑薗檎蒻」、
「建物の種類」、「建物の構造」、「床面積」等が記録されます。また、蔚属
たてもの

建物がある場合には、附属建物の表示が記録されます（法 44 条 1 項）。

3
 



その場合、主である建物と附属建物の新築年月日が異なる場合には、附属

建物の新築年月日も記録されます。

►記録例 2 ：建物の表題部

表題部（主である建物の表示） 調製 1 巨亘｝ 不動産番号| (※ 1) 

所在図番号 匡
所在 甲市乙町二丁目 1 3番地 7 匡
家屋番号 1 3 番 7 詞
①種類 ②構造 ③床面積 ボ 原因及びその日付〔登記の日付〕

居宅 木造亜鉛メッキ錫板・ 1 階 1 1 5 i 7 0 令和0年0月〇日新槃
かわらぷき 2 階建 2階 9 9'1 7 〔令和0年0月〇日〕

表題部 （附屈建物の表示）

符号 ①種類 ②構造 ③床面積 ボ 原因及びその日付〔登記の日付〕

1 物四 木造亜鉛メッキ 1 3 j 2 2 〔令和0年0月〇日〕
錆板ぷき平家建

所有者 I 甲市乙町二T目 1 番 5号 甲野太郎(※ 2)

※ 1 13 桁の不動産番号が記録されています。

※ 2 所有権の保存登記がされると、所有者の表示には下線が引かれます。

一
コンピュータ化後の表題部

一表題登記がされると、表題部所有者の事項が記録されます。その後、所
有権の登記がされると、表題部所有者の表示に下線を引くのが現在の取扱
いです。この取扱いは、コンピュータ化前の紙の登記簿の時代も同じでし
た（ただし、表題部所有者の表示には朱抹する取扱いでした）。
従前の紙の登記薄からコンピュータヘ移記するときには、所有権の登記
がないとき（甲区欄がない場合）は表題部所有者の事項も移記しましたが、
所有権の登記がある場合には表題部所有者の事項は移記されませんでした。
したがって、コンピュータ化前に登記された土地、建物の登記簿がコン
ピュータに移記された場合には表題部所有者の記録がないのが一般的です。
コンピュータ化後においては、建物は土地と異なり、新築による表題登

記が多く申請されるため、建物の表題部に表題部所有者の事項が記録され
ている例を多く見ることができます。
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巨甲区

甲区には、所有権に関する登記事項が記録されています（規則 4 条 4

項）。所有権に関する登記には、具体的には、「所有権保存登記」、「所有権

移転登記」、「所有権に関する信託登記」、所有権に対する差押え等の「処

分の制限の登記」等があります。

►記録例：甲区

権利部（甲区） （所有権に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

1 所有権保存 平成20年 1 月 5 日 所有者 甲市乙町二丁目 1 番 5号
第 123号 甲野太郎

2 所有権移転 平成23年 5 月 7 日 原因平成23年 5 月 6 日売買
第 1200号 所有者 0市〇町0番0号

乙川次郎

付記 1 号 2 番登記名義 平成28年 6 月 6 日 原因平成28年 6 月 1 日住所移転

人住所変更 第 1500号 住所埼玉県草加市〇町0番地

3 差押 令和 4年0月0日 原因令和 4 年0月 0 日 0地方裁判
第0号 所担保不動産競売開始決定

債権者 〇市〇町0番0号
株式会社A

順位番号 1 番：甲野太郎の建物について、はじめて所有権の登記がされ

たことが記録されています。はじめて所有権の登記を行う場合、登記の

目的は「所有権保存」となります。

順位番号 2 番：平成 23 年 5 月 6 日に乙川次郎が当該建物を買い、その

旨の登記を 5 月 7 日に申請して登記されたことが記録されています。

所有権が移転した場合でも、前の所有者に関する記録は抹消しません。

順位番号 2 番の付記 1 号：乙川次郎が平成 28 年 6 月 1 日に住所を移転

し、 6 月 6 日に住所移転の登記をしたことが記録されています。この登
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記がされると、順位番号 2 番に記録されている住所（変更前の住所）

に下線が引かれます。

順位番号 3 番：担保権者である株式会社Aの申立てにより0地方裁判所

が差し押さえたことが記録されています。

匡l 乙 区

乙区には、所有権以外の権利に関する登記事項、たとえば、地じ£箱、
えいこさくけん ちえきけん さきどりとつけん しちけん ねていとうけん

永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、根抵当権、賃借権、配偶者
さいせきけん

居住権尺採石権等に関する保存、設定、移転、変更、処分の制限または

消滅の登記が記録されます（法 3 条、規則 4 条 4 項）。

►記録例：乙区

権利部（乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

1 抵当権設定 平成20年 1 月 5 日 原因平成 1 9 年 1 2 月 23 日保証
第 1 2 4 号 委託契約による求償偵権平成20

年 1 月 5 日設定
偵権額金2,000万円

損害金年14%
恨務者 〇市〇町一T目 1 番 1 号
甲野太郎

抵当権者中央区〇町二丁目0番0号

00保証株式会社
共同担保 目録（て）第0号

2 根抵当権設定 平成23年6 月 23 日 原因平成23年 5 月 1 5 日設定
第 180 0号 極度額金3,000万円

債権の範囲銀行取引 手形1頁権
小切手佃権
個務者埼玉県草加市0町0番地
乙川株式会社

根抵当権者 0市〇町0番0号
株式会社 A
共同担保 目録（と）第0号
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順位番号 1 番：甲野太郎を債務者、 00保証株式会社を抵当権者とする

抵当権が設定されたことが記録されています。この抵当権は甲野太郎が

所有者の時に設定されたということが、前記団甲区に記録された登記の

受付年月日からわかります。

順位番号 2 番：平成 23 年 6 月 23 日に根抵当権設定登記を申請していま

す。甲区の記録によると、この時点で既に所有権が乙川次郎に移転して

いますので、根抵当権設定者は乙川次郎であることがわかります。

※ 配偶者居住権の施行日は令和 2 年 4 月 1 日です。

④区分建物の表題部
くぶんたてもの

マンションなどの建物を「区分建物」といいます。区分建物には、一棟
の建物の表題部と区分建物の表題部があります。

一棟の建物の表題部には、全部の専有部分の家屋番号と区分建物全体の

建物の表示（所在、構造、床面積等）が記録されます。

専有部分とは、マンションでいうところの各部屋のことです。区分建物

の表題部には、専有部分の建物の表示（不動産番号、家屋番号、種類、構

造、床面積等）が記録され、建物の名称及び敷地権がある場合にはそれら

の表示も記録されます。

しきちけん

次ページに示す記録例 1 は敷地権付き区分建物の一棟の建物の表題部、

記録例 2 は区分建物の表題部です。

なお、記録例 2 において、敷地権の種類及び割合ならびに原因及びそ

の日付が同一の場合は、まとめて記録することができます。
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►記録例 1 ：一棟の建物の表題部

専有部分の家屋番号 I 8-1-101~8-1-110 8-1-201~8-1-
210 8-1-301~8-1-305 

表題部（一棟の建物の表示） 調製 極 I 所在図番号 I 極酉l
所在 0区〇町三T目 8 番地 1 、 8 番地 2 匡
建物の名称 00マンション 回
①構造 ②床面積 ボ 原因及びその日付〔登記の日付〕

鉄筋コンクリート造陸 1 階 1000 72 〔平成0年 3 月 6 日〕
屋根地下 1 階付き 3 階 2 階 1000 72 

建 3 階 700 03 
地下 1 階 700 00 

表題部（敷地権の目的である土地の表示）

①土地の符号 ②所在及び地番 ③地目 ④地禎ボ 登記の日付

1 〇区〇三丁目 8 番 1 宅地 1000!00 平成0年3 月 6 日

2 0区〇三丁目 8番 2 宅地 5001 ' ' 00 平成0年3 月 6 日

3 0区〇三丁目 9番 雑種地 390 ' ! ' 平成0年 3 月 6 日

►記録例 2 ：区分建物の表題部

表題部（専有部分の建物の表示） 不動産番号 ||13 桁の番号 I
家屋番号 0町三丁目 8番 1 の 1 0 1 匿
建物の名称 1 0 1 

①種類 ②構造 ③床面租 m 2 原因及びその日付〔登記の日付〕

居宅 鉄筋コンクリート 1 諧郁分 4 5 i ; 70 平成0年 3 月 1 日新築
造 1 階建 〔平成0年 3 月 6 日〕

表題部（敷地権の表示）

①土地の符号 ②敷地権の種類 ③敷地権の割合 原因及びその日付〔登記の日付〕

1 • 2 所有権 100 0 分の 7 平成0年 3 月 1 日敷地権
〔平成0年 3 月 6 日〕

3 賃借権 50分の 1 平成0年 3 月 1 日敷地権

〔平成0年 3 月 6 日〕

所有者 甲市乙町二丁目 1 番 5号株式会社甲建設
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第 1 章総論

固共同担保目録

二個以上の不動産に対して一つの担保権を設定するとき、たとえば、同

一債権の担保のために土地と建物に抵当権を設定する登記申請があった場

合には、登記官は共同担保目録を作成しなければなりません（規則 166

条）。共同担保の関係である旨の登記をしないと、民法 392 条（共同抵当

における代価の配当）の法律関係に立つものであることの公示を欠くこと

になり、取引に支障を生ずるおそれがあります。

この共同担保目録の制度は、抵当権のほか、根抵当権、先取特権、質権

の設定登記においても同様の取扱いとなります。

共同担保目録の交付を受けるには、登記事項証明書の請求の際に、共同

担保目録を付けるよう請求してください。なお、共同担保目録だけの請求

はできません。

►記録例：共同担保目録

共同担保目録

記号及び番号 I （て）第0号 1 調製 I 平成0年0月〇日
番号 担保の目的である権利の表示 順位番号 予備

1 甲市乙町二丁目 1 3番 7 の土地 1 国
2 甲市乙町二丁目 1 3 番地 7 家屋 1 匿

番号 1 3 番 7 の建物

, 




